
 86

（４） 日本の保護区 

４－１）日本の保護区制度の概要 

 

＊環境庁編「生物多様性国家戦略」（1996）には、以下の保護区があげられている。 

ａ）自然環境保全法に基づく各種制度 

１．原生自然環境保全地域 

 原生自然環境保全地域は、原生状態を保持し一定のまとまりを有している自然地域を指定し、自然の推移に委ねる

方針のもと、自然を改変する行為を原則として禁止する等厳格な行為規制等によって原生的な自然の保存を図る制度

である。これまでに、５地域、総面積5,600haが指定されている。 

２．自然環境保全地域 

 自然環境保全地域は、すぐれた天然林が相当部分を占める森林、すぐれた状態を維持している海岸、湖沼、湿原、

河川、海域等の水辺地、すぐれた状態を維持している動植物の生息・生育地等で一定のまとまりを有する地域を指定

し、行為規制、保全事業等を計画的に進めることにより保全を図る制度である。これまでに、10地域、総面積

21,598haが指定されている。 

ｂ）自然環境保全に関する地方公共団体独自の保護地域制度 

 地方公共団体では、居住地域周辺の自然環境等の保全を目的として、緑地環境保全地域、郷土環境保全地域等の名

称で都道府県自然環境保全地域以外に独自の保護地域制度を設けている。こうした制度は、地域の生態系を保全し、

地域レベルの生物多様性の確保に寄与するもので、各々の制度の規定に沿って行為規制等による保護地域の管理が行

われている。 

ｃ）自然公園 

 国内のすぐれた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図るため、「自然公園法」により、現在28

の国立公園、55 の国定公園、304 の都道府県立自然公園が指定されている。自然公園は、国土面積の 14.1％を占め、

亜寒帯から亜熱帯、又高山帯から海岸に至る変化に富んだ自然植生等を基盤とした多様な生態系を含んでいる。自然

公園では、そこに生息・生育する野生動植物、海中の動植物やそれらの生息・生育環境を自然景観の構成要素として

位置づけ、その保護を図るため、各種の行為規制を行っている。 

ｄ）生息地等保護区 

 野生動植物の種は、生態系の構成要素として重要であり、また、人類の豊かな生活に欠かすことのできない存在で

あることから、その絶滅を防止することは緊急の課題となっている。国内において絶滅のおそれのある野生動植物の

種は、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」に基づく国内希少野生動植物種に指定されること

となっており、その生息・生育環境を保全するために、必要な地域について生息地等保護区を指定し、特に重要な区

域については管理地区として各種行為を許可制により規制するとともに、管理地区以外の部分についても監視地区と

して各種行為を届出制とすることによって、生息環境の保全を図っている。 

 生息地等保護区は、国内希少野生動植物種の生息・生育状況が良好な場所、生息・生育地としての規模が大きい場

所等について検討し、優先的に指定すべき箇所を選定するとともに、広域に分散している種については主な分布域ご

とに主要な生息・生育地を指定するよう努めることにより種の絶滅のおそれの回避に取り組むこととしている。また、

生息地等保護区ごとに指定種の生態的特性に応じた保護の指針を定めて、指定種の生息・生育条件を維持するための
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環境管理を図る他、生息地等保護区内の定期的巡視、指定種の生息・生育状況の調査等の管理を行っている。更に、

生息地等保護区を中心として、生息・生育環境の積極的な維持・改善を図るための保護増殖事業を実施している。 

ｅ）鳥獣保護区 

 鳥獣は、自然を構成する大切な要素として自然生態系の維持に重要な役割を担っており、また、人間にとっても豊

かな生活環境を形成する重要な要素である。これら鳥獣の保護繁殖を図るため、必要な地域に着いて「鳥獣保護及狩

猟ﾆ関ｽﾙ法律」に基づき鳥獣保護区を設定し、鳥獣の捕獲を禁止するとともに、特に重要な地域については、特別保

護地域を指定して、各種行為を規制する等の生息環境の保全を図り、多様な鳥獣の生息環境を保全している。 

ｆ）天然記念物 

 わが国では現在「文化財保護法」に基づき、多様性に富み固有の文化の形成にも与っている自然を記念し、学術的

に貴重な自然を天然記念物として指定しその保存を図ることとしている。希少な種を含むわが国固有の動植物や極相

を異にする自然林の原生林及び湿地や山地の様々な植生等自然度の高い動植物の他、人為的にもたらされた里山の二

次的自然環境等を指定し、その保存を図る天然記念物は総数で955件にのぼる。 

ｇ）保護林等 

 国有林のうち、原生的な森林生態系等自然環境の保全を第一に図るべき森林については、「自然維持林」として区

分し、原則として人為を加えず、自然の推移にゆだねた保護・管理を行うこととしている。さらに「自然維持林」の

中でも、自然環境保全上重要な森林については「保護林」に指定してその保全を図っている。「保護林」はその保護

を図るべき対象や目的に応じ「森林生態系保護地域」「森林生物遺伝資源保存林」「林木遺伝資源保存林」「植物群

落保護林」「特定動物生息地保護林」「特定地理等保護林」「郷土の森」の７種類に区分されており、合計で787ヵ

所、約47万haが指定されている。 

ｈ）保護水面 

 水産動物が産卵し、稚魚が生育し、又は水産動植物の種苗が発生するのに適している水面は、水産資源保護法に基

づき、保護水面として指定し、その区域内における埋立て、浚渫、河川の流量、水位の変更等をきたす工事を制限し

ている。保護水面は現在、河川延長2,200km、湖沼240ha、海面3,000haであり、指定区域においては密漁防止や周

辺住民・遊漁者等への普及啓発のための巡回・指導、広報活動等の日常管理を行うとともに、産卵場の造成、区域内

の環境・資源量調査等を行い、区域内の環境が適正に維持されるよう努めている。 

ｉ）国際的な保護地域 

 わが国において、国際条約等に基づき登録・認定されている国際的な保護地域は以下の３種であり、1995年６月

現在で15地域、合計面積約22万ha（屋久島の重複指定面積を除く）に及んでいる。 

 「世界遺産条約」：白神山地、屋久島（合計面積／約2万8千ha）、「ラムサール条約」：釧路湿原、伊豆沼、

谷津干潟等9地域（合計面積は約8万3千ha）、「人間と生物圏計画（MAB計画）」：屋久島、大台ケ原・大峰山、

白山及び志賀高原（合計面積は約11万6千ha） 

 

 

 

 

環境庁 編（1996）： 第3部 施策の展開、多様な生物との共生を目指して 生物多様性国家戦略、大蔵省印刷局 
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（４） 日本の保護区 

４－２） 日本の保護区設立の歴史 

４－２－１）自然公園法の制定まで 

 

ａ）国立公園法の制定前におけるわが国の自然保護に関する法制の状況 

 1931（昭和６）年３月、同年法律第36号として国立公園法が制定された。この法律は、米国の国立公園制度など

を手本としてわが国にも、美しい自然景観や学術上貴重な地形、動植物などの保護と、国民の保健の向上、休養の場

の確保などを目的として一定の広い地域を設定して、その区域内の自然を損傷する行為などの制限と利用施設の整備

ができるようにする国立公園の制度を導入しようとするもので、自然の保護ないし自然環境の保全のための施策の歴

史の上で画期的意義を有するものといってよいであろう。 

 

 しかし、わが国の自然を保護しようという考え方が次第に強くなってそれが法律制度に結びつくという状態は、す

でに明治時代から始まっていたことで、この国立公園法による国立公園制度の導入が最初ではない。 

 明治政府は、わが国を急速に近代化して欧米先進国に追いつくことをその国是としてとりあげ、そのためには富国

強兵の策がとられ、文明開化を推進し、産業を開発する政策が強力にとられた。産業の開発、諸制度の近代化のため

には各地の山野や海が開発され、森林が伐採され、海浜が埋め立てられ、また、産業開発に伴う人口の都市集中とか

新しい都市の形成膨張の傾向が進んだ。そしてこれらのため旧来の神社仏閣、名所旧蹟、さらには各地の原生的な森

林や自然の海浜が破壊され、美しいわが国の特色とされた美しい自然景観や学術上貴重な地形や動植物が次々と失わ

れていくという状況が出てきた。また。都市の無秩序開発により一方では災害に対する危険が増大し、他方、市民の

憩いの場所がなくなるというような現象も、至るところで顕著に生じ始めたのである。明治中期以降こういう状況に

対する反省が出始め、各省庁が、それぞれバラバラにではあるが、自然の保護に関係をもつ法制の整備が行われるよ

うになった。 

 

 すなわち、明治30年に制定された森林法では、すでに保安林の制度が導入され、保安林の一種として、神社、名

所旧蹟の風致保全のための風致保安林の制度をとり入れて、これは水源涵養のための水源涵養保安林の制度などとと

もに、将来とも保存すべき森林を無秩序な伐採から保護し、神社、名所、旧蹟などの景観を維持するのに役立つこと

になったと考えられる。 

  

 また、山野に生息する鳥獣のうち保護すべきものを乱獲から守るための制度は、すでに太政官時代に制定された狩

猟規則の中で明治25年にとり入れられたが、明治28年の狩猟法、さらには大正７年の狩猟法において鳥獣保護区制

度など有用・貴重な鳥獣を保護する仕組みがさらに整備されていった。 

 他方、都市の無計画・無秩序な拡大を防止するための都市計画のシステムは、すでに東京その他の大都市について

は明治21年の東京市区改正条例などが制定されたが、大正８年には都市計画法が制定され、都市内の公園、緑地の

整備さらには風致地区制度の導入などによって良好な風致を有する地区を乱雑な開発から保護する制度がとり入れら

れた。 
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 これらの諸法律によって、各省庁バラバラにではあるが、わが国の美しい自然の景観や貴重な学術上の資料を保護、

保存するための仕組みは漸次整備され始めていたわけであるが、国立公園法の制定前において、わが国のすぐれた風

景や名勝さらには学術上貴重な動植物、岩石、地形、地質などを統一的な法体系の下に保護、保存することを目的と

して作られた画期的な制度は、大正８年に、同年法律第44号として制定された史跡名勝天然記念物保存法（後の

「文化財保護法」）及び同法に基づく史跡、名勝及び天然記念物の指定の制度であったとしてよいであろう。この法

律は、公私の所有を問わず、史跡、名勝及び天然記念物をそれぞれスポット的にとらえて指定し、地形の変更、樹木

の伐採などを制限禁止して、これらを保護しようというものであり、わが国の自然保護に関する行政の発展の上に一

時期を画するものであったといえるであろう。また、国自身は、規制対象の物件や地域の所有権を取得せず、いわゆ

る公用制限を課するやり方で目的を達しようとした点において国立公園の仕組みに先鞭をつけたともいえるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林 修三（1981）：第一章 総説、自然保護行政のあゆみ、環境庁自然保護局 
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（４） 日本の保護区 

４－２） 日本の保護区設立の歴史 

４－２－２）自然公園制度の沿革 

 

ａ）国立公園法の誕生 

 明治・大正の時代より、わが国の優れた風景や貴重な生物等を保全すべきだという考え方が生まれ始め、昭和６年、

国立公園法が制定された。この法律は、美しい自然景観や地形、貴重な動植物の保護と国民の保健・休養の場の確保

等を目的としている。この他にも、公園法の制定にあたっては、内外の観光客の誘致による地域経済の活性化や外貨

の獲得、郷土愛の喚起、欧米諸国と伍することによるナショナリズムの高揚等の狙いもあったものと考えられる。 

 

ｂ）初期（戦前）の指定状況 

 まず、昭和９年３月の瀬戸内海、雲仙・霧島国立公園の指定を皮切りに、同11年にかけて、12の国立公園が指定

された。この中には大雪山・阿寒・中部山岳国立公園等、原始的な自然環境の保護を主とするものと、日光・富士箱

根・瀬戸内海・雲仙国立公園のように、既存の観光地を含むものが並存している。 

 

ｃ）戦後復興期の指定・拡張～国定公園の指定 

 戦後になって国立公園指定への運動が再燃し、昭和21年の伊勢志摩をはじめ昭和31年までに７国立公園が指定さ

れるとともに、伊豆半島等８地域が既存公園に編入された。こうした動きの背景には国民の健康保養場の必要性の高

まりや、戦後復興の一環としての観光産業の振興策などもあった。 

 また、昭和24年には国立公園法の改正により国定公園制度が導入され、昭和25年の琵琶湖・佐渡弥彦・耶馬日田

英彦山を皮切りに、昭和31年までに15公園が指定された。 

 

ｄ）高度成長期～国立公園法から自然公園法へ 

 都道府県立の自然公園を設けたいという要望が高まってきたこともあり、国立公園法を時代に適合させるとともに

形式面も改め、昭和32年に自然公園法が制定された。ここに、現在の自然公園体系が制度として確立した。国立公

園では知床・屋久島等が追加指定され、伊豆諸島が国定公園から昇格・編入されるなど再編成が行われた。国定公園

も大量に追加指定され、都道府県立自然公園も大部分がこの時期に指定された。 

 この時期、国の経済は高度成長期にあり、国民の余暇も急増し、国立、国定公園等への入園者数も急増した。 

 

ｅ）近年の状況 

 昭和40年代後半には環境問題が注目を集め、昭和46年に環境庁が設置された。これに伴い自然公園の管理も厚生

省から環境庁に移管された。昭和47年には自然環境保全法も制定され、自然環境の保全が自然公園の重要な役割と

して再認識された。 

 最近では、昭和62年に釧路湿原国立公園、平成2年に暑寒別天売焼尻国定公園の新規指定が行われた他、公園計

画の見直し・再検討が重要な課題となっている。 
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自然保護年鑑編集委員会 編（1992）：自然公園とは？、世界と日本の自然は今 自然保護年鑑３、日正社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




